
別紙様式１

令和6年5月

公益法人
の区分

国認定、
都道府県
認定の区

分

応札・応
募者数

該当なし

注 ： １　公表対象契約が単価契約である場合には、契約金額欄に契約単価または予定調達総額を記載するとともに、備考欄に単価契約である旨及び契約金額欄に単価を記載した場合には予定調達総額を記載する。
　　  ２　契約金額欄の金額は税込みとする。
　　　３　公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

公益法人の場合

備考

独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構における契約に関する規則第42条に基づく競争入札に係る情報の公表（公共工事）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

公共工事の名称、場所、期間
及び種別

契約責任者の氏名並びにその所属する部局の
名称及び所在地

契約を締
結した日

契約の相手方の商号又は名称
及び住所

法人番号

一般競争入札・
指名競争入札の
別（総合評価の

実施）

予定価格 契約金額 落札率



別紙様式２

令和6年5月

公益法人
の区分

国認定、
都道府県
認定の区

分

応札・応
募者数

該当なし

注 ： １　公表対象契約が単価契約である場合には、契約金額欄に契約単価または予定調達総額を記載するとともに、備考欄に単価契約である旨及び契約金額欄に単価を記載した場合には予定調達総額を記載する。

　　  ２　契約金額欄の金額は税込みとする。

　　　３　「随意契約によることとした理由」は、具体的かつ詳細に記載する。

　　　４　公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

再就職の
役員の数

公益法人の場合

備考

独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構における契約に関する規則第42条に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

公共工事の名称、場所、期間
及び種別

契約責任者の氏名並びにその所属する部局の
名称及び所在地

契約を締
結した日

契約の相手方の商号又は名称
及び住所

法人番号

随意契約によること
とした根拠規定及び
理由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率



別紙様式３

令和6年5月

公益法人
の区分

国認定、
都道府県
認定の区

分

応札・応
募者数

令和６年度法人自動車の購入
一式

独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構
横須賀支部長　藏本　佳伸
神奈川県横須賀市米が浜通1-6

令和6年5月10日
神奈川トヨタ自動車株式会社
神奈川県横浜市神奈川区栄町7-1

9020001055504
一般競争

（総合評価落札
方式）

3,908,495 円 3,620,000 円 92.62% － － －
総合評価点
0.411点

令和６年度駐留軍等労働者の
定期健康診断等及び成人病予
防健康診断　一式

独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構
沖縄支部長　岩井　英明
沖縄県中頭郡嘉手納町字屋良1058-1

令和6年5月17日
一般財団法人沖縄県健康づくり財団
沖縄県島尻郡南風原町字宮平212

1360005001816 一般競争入札 138,146,701 円 127,095,170 円 92.00% － － －

単価契約

国との共同
調達

注 ： １　公表対象契約が単価契約である場合には、契約金額欄に契約単価または予定調達総額を記載するとともに、備考欄に単価契約である旨及び契約金額欄に単価を記載した場合には予定調達総額を記載する。
　　  ２　契約金額欄の金額は税込みとする。
　　　３　公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

公益法人の場合

備考

独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構における契約に関する規則第42条に基づく競争入札に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約責任者の氏名並びにその所属する部局の名

称及び所在地
契約を締
結した日

契約の相手方の商号又は名称及び住
所

法人番号

一般競争入札・
指名競争入札の
別（総合評価の

実施）

予定価格 契約金額 落札率



別紙様式４

令和6年5月

公益法人
の区分

国認定、
都道府県
認定の区

分

応札・応
募者数

該当なし

注 ： １　公表対象契約が単価契約である場合には、契約金額欄に契約単価または予定調達総額を記載するとともに、備考欄に単価契約である旨及び契約金額欄に単価を記載した場合には予定調達総額を記載する。

　　  ２　契約金額欄の金額は税込みとする。

　　　３　「随意契約によることとした理由」は、具体的かつ詳細に記載する。

　　　４　公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

再就職の
役員の数

公益法人の場合

備考

独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構における契約に関する規則第42条に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約責任者の氏名並びにその所属する部

局の名称及び所在地
契約を締
結した日

契約の相手方の商号又は名称
及び住所

法人番号
随意契約によることとした根拠規定及び

理由（企画競争又は公募）
予定価格 契約金額 落札率


